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研究成果の概要（和文）：本研究は企業のR&D活動からマーケティングに至る顧客価値創造プロセスの全容を示
した。上流のR&Dを顧客価値につなげるのにあたり、近年は企業や制度の境界を越えた研究成果の移転と越境に
よる協働が必要となり、計画段階での構想形成やその調整についていくつかの論文で示した。また、顧客価値の
質という側面から、R&Dと情緒的価値の創造の関係性についていくつかの論文で探索的な議論を行った。一方、
下流の議論については、技術経営の関連からR&Dと顧客価値の連携に関する研究、マーケティング分野で提唱さ
れているBMBW(Better Marketing for Better World)の観点の研究を推進した。

研究成果の概要（英文）：This study presented a full picture of the customer value creation process 
from corporate R&D activities to marketing. In connecting upstream R&D to customer value, the 
transfer of research results across corporate and institutional boundaries and cross-border 
collaboration have become necessary in recent years, and we have shown in several papers the 
formation of concepts and their coordination at the planning stage. In addition, from the aspect of 
the quality of customer value, the relationship between R&D and the creation of emotional value was 
discussed exploratively in several papers. On the other hand, for downstream discussions, we 
promoted research on the linkage between R&D and customer value in relation to technology 
management, as well as research from the perspective of BMBW (Better Marketing for a Better World), 
which has been advocated in the marketing field.

研究分野： 技術経営

キーワード： 顧客価値　越境と協働　R&D　BMBW　情緒的価値
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義として強調したいことは、技術経営研究者とマーケティング研究者によって、R&Dのサプラ
イチェーン全体の中でどのように顧客価値が創造され、どのように顧客によって受容され、また、同時に企業が
どのように価値獲得を行ったかを包括的に示す試みであった点である。
また、社会的意義としては、日本の製造業、特にエレクトロニクス産業などはこの20年長年にわたって業績不振
が続く企業が多い中で、優れた技術を持ちながら価値獲得が出来ていない状況に対して、戦略や組織、マーケテ
ィングにどのような課題があり、どのような変革が必要か実務的な示唆を行った点である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 技術経営領域における製品開発論研究は、開発過程と生産過程の全体を統合的に捉える考え
方が２０世紀の終わり頃から主流となってきたが（藤本, 2001）、近年ではさらに市場での顧客
価値創造のプロセスとの関係性まで視野を広げた研究が行われるようになった（延岡, 2011）。
これは技術が実現する製品の機能が向上すれば製品価値も向上するという機能的価値の創造に
よる企業間競争に限界が来たことと関連する。今日の自動車やエレクトロニクスなどの製品は
単純な機能向上だけでは十分な顧客価値を産み出すことはできず、顧客の情緒や感性にも訴え
かけるような価値を産み出すことが求められている（延岡, 2011）。これは単なる意匠やイメー
ジ戦略だけの話ではなく、製品開発におけて、技術は従来のような技術と機能との一対一関係で
はなく、情緒的・感性的であり総合的な価値の創造プロセスに製品開発を構成する様々な要素の
一つとして技術がどのようにかかわれば良いのかという新たな課題が提起されたと解するべき
である。このような認識はマーケティング論研究においても同様であり、より研究開発プロセス
との関係性に踏み込んだマーケティング研究が盛んなことがその証左である（長内, 2016）。 
 これまでも顧客価値と製品開発との関連という文脈で多くの研究が行われているが、企業の
R&D 活動の最上流である研究活動が市場における価値の創造と結びつくメカニズムはどのよう
なものか、言い換えれば、どのような社会的な過程を経て技術は顧客価値と結びつくのかを論じ
た研究は多くはない。それは、価値が多義的になり、技術との関係性が分かりにくくなったため
である（宮尾, 2016）。需要プル的な製品開発活動が万能であるとすればこうした問いは意味が
無いかもしれない。しかし、実務的な文脈でいえば、多くの製造業は未だに技術起点の開発スタ
イルを採る企業が多く、また、製品の機能と価値の対応関係が複雑になると単純にニーズを研究
部門にフィードバックするだけでは研究や技術開発の針路を示すことにはならず、むしろ技術
サイドのアイデアが価値の源泉となる製品コンセプトの立案において重要な役割を示すことが
考えられる。 
 そこで本研究では、なぜそのような技術が必要なのか、どのような研究が「価値あるものとし
て」社会的に必要と認められるのか、という研究活動の制度化のプロセスを明らかにすることを
目指す。 
 
[参考文献] 
藤本隆宏(2001)『生産マネジメント入門Ⅰ』日本経済新聞社。 
宮尾学(2016)「多義的な製品の開発と価値創出」『組織科学』Vol. 49, No. 3, pp. 21-32。 
延岡健太郎(2011)『価値づくり経営の論理』日本経済新聞出版社。 
長内厚 (2016) 「外科手術の術式開発における意味的価値の創造」『組織科学』 Vol. 49, No. 3, 
pp. 4-20。 
 
２．研究の目的 
 
 研究活動の制度化を顧客価値との関連で説明することが本研究の具体的な取組みとなる。前
項で述べたような技術サイドのアイデアがどのように価値の源泉となるかという文脈で捉える
とすれば、明らかにすべきは、研究活動の制度化を研究活動が顧客価値をどう規定するかという
プロセスということになる。一方、製品開発プロセスを連鎖モデル的に捉えるのであれば、顧客
価値が研究課題をどう規定するかというプロセスとして議論する必要もある。そこで、本研究で
は、既存の製品開発論、マーケティング論のそれぞれの議論の枠を越えて俯瞰的、横断的な議論
を行うことを企図した。 
 また、今回の研究の特徴は定性研究を中心に行うということである。人の感性や情緒にかかわ
る価値に関する研究は当初定性的な研究が主流であったが、量的なデータを用いた定量的な分
析を用いる研究も多くなってきた。一般化可能性を高めるという意味では定量的な研究を志向
する方が望ましいが、ある事象内で起きている様々なプロセスをつぶさに観察するには定性的
研究のほうが優れている。近年ヨーロッパを中心に、定量的研究を補完するため、よりプラグマ
ティックで定性的な研究が施行されており(Nakano, 2017)、本研究もそうした実践的な研究を
目指した。 
 
[参考文献] 
Nakano, Tsutomu (2017) Japanese Management in Evolution, London: Routledge. 
 
 
３．研究の方法 
 
 前項で述べたように、本研究では実践的な定性研究によって技術と価値との間のメカニズム



をつまびらかにしようと試みるため、ケーススタディの為の事例調査とその整理を手厚く行う
ことを考えた。研究期間前半は、データ収集ステージとして、国内外の事例調査を中心に行うこ
とを目指した。研究期間後半では、個別の研究に加えて研究会や学会活動などを通じて、技術が
顧客価値を規定する社会的プロセスと、多義的な価値が R&D を規定する社会的プロセスの 2 つ
のプロセスがどのようなメカニズムによって成り立っているのか仮説構築型の研究を進めた。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究は企業の R&D 活動からマーケティングに至る顧客価値創造プロセスの全容を示した。
上流の R&D を顧客価値につなげるのにあたり、近年は企業や制度の境界を越えた研究成果の移
転と越境による協働が必要となり、計画段階での構想形成やその調整についていくつかの論文
で示した。また、顧客価値の質という側面から、R&D と情緒的価値の創造の関係性についていく
つかの論文で探索的な議論を行った。一方、下流の議論については、技術経営の関連から R&D と
顧客価値の連携に関する研究、マーケティング分野で提唱されている BMBW(Better Marketing 
for Better World)の観点の研究を推進した。 
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